○○株式会社化学物質自主管理マニュアル

～～　一般機械機具製造業編　～～

（平成○年○月○日決定）

第１　趣旨

　このマニュアルは，特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律（平成11年法律第86号。以下「法」という。）に定める第１種指定化学物質等及び第２種指定化学物質等（以下「指定化学物質」という。）の管理に係る措置を定めるものとする。
第２　化学物質の管理の方針

工作機械は，現代の豊かで快適な社会を支えるものである一方，環境保全も社会生活の生命線であるとの基本的認識のもと，地域社会に貢献し，地域社会と共存する視点から，その製造過程における化学物質の環境への無用な排出を極力削減するよう努める。

　そのために，関係法令を遵守し，可能な新規技術を積極的に導入するとともに，管理の状況に関する地域住民の理解を深めるように努める。

第３　管理計画の策定

　指定化学物質の管理の改善を図るための行動に係る具体的目標を設定し，これを達成する時期及び具体的方策を定めた管理計画を，取締役会の承認のもと，別途定める。

第４　管理計画の実施

１　組織体制の整備　

　　管理計画を確実かつ円滑に実施するため，化学物質管理統括者，化学物質管理責任者及び化学物質管理推進員を設置することとし，その構成員及び職務は次表のとおりとする

職　　　名
構　成　員
主　な　職　務

化学物質管理統括者
専務取締役
・管理計画の実施の統括

化学物質管理責任者
各事業部長

各工場長
・各部・工場における管理計画の実施

化学物質管理推進員
事業部内各課長

工場内各課長
・各課における管理計画の実施

・化学物質管理責任者の指示による具体的作業

　２　作業要領の策定

　化学物質管理責任者は，管理計画を実施するために必要な，指定化学物質の管理に関する具体的な措置の内容を定めた作業要領を策定する。

　３　教育，訓練の実施

(1) 化学物質管理責任者は，従業員に対し，化学物質の管理の改善に必要な教育・訓練を継続的に実施する。

(2) 従業員教育の対象は，事業部及び工場に属するすべての従業員とする。

(3) 従業員教育のプログラム及び教材は，対象従業員の職務内容や専門性を考慮して，化学物質管理責任者が定める。

(4) 従業員教育の内容は，以下を基本とする。

ア　各種法令及び化学物質管理指針の内容に関する解説

イ　化学物質管理の方針，化学物質管理計画その他各種規程の内容に関する解説

ウ　使用等されている指定化学物質に関する情報の紹介

エ　排出抑制方法

オ　保守点検に関する事項

カ　事故発生時の応急措置

キ　住民への指定化学物質管理に関する情報の提供及び住民との相互理解の推進のための手法

ク　その他指定化学物質の適正管理及び住民の理解の増進を行う上で必要な事項

第５　管理の状況の評価及び方針等の見直し

　１　化学物質管理統括者は，次の事項について取りまとめるとともに，評価を実施し，その結果を管理計画，作業要領その他の規程に反映させること等により，これらの継続的な見直しに努めなければならない。

　　(1) 管理計画に定められた目標の達成状況

　　(2) 管理計画に定められた方策の実施状況

　　(3) 教育・訓練の実施状況及び成果

　　(4) 情報の整備状況及び活用状況

　　(5) 住民からの苦情・要望の受理及び対応状況

　２　化学物質管理統括者は，上記１の評価及び見直しの状況について，1年に1回，取締役会に報告するものとする。

第６　情報の収集等

１　指定化学物質の性状等に関する情報の把握

(1) 化学物質管理推進員は，購入先から提供される情報（MSDS等），利用可能な文献，データベース等を活用し，次の情報の収集に努めること。

ア　自ら取り扱う指定化学物質の性状及び取扱いに関する情報

イ　自ら取り扱う指定化学物質の管理の改善のための技術及び手法に関する情報

(2) 化学物質管理推進員は，上記１により収集した情報を利用し，必要な管理対策を実施するとともに，当該情報を必要に応じ化学物質管理責任者に報告すること。

２　指定化学物質の取扱量等の把握

(1) 化学物質管理推進員は，事業所において使用した物質の成分及びその含有率の適切な把握に努めなければならない。

(2) 化学物質管理推進員は，各事業所における次の事項を把握し，毎月１回10日までに化学物質管理責任者に報告する。

ア　前月の第1種指定化学物質の排出量及び移動量

イ　指定化学物質の前月の製造量及び使用量並びに前月末の貯蔵・保管量

ウ　指定化学物質を取り扱う施設及び設備の設置，運転等の状況

３　情報の活用

(1) 化学物質管理統括者は，MSDSの効率的な活用を図るため，化学物質管理に係るデータベースを整備する。

(2) 上記(1)のデータベースの使用方法については，当該指定化学物質を取り扱うすべての関係者に対し，周知する。

４　製品の販売先の事業者から要請があった場合には，当該製品に含まれる指定化学物質等の適切な取扱い等について適切な情報の提供等を行うよう努める。

第７　管理対策の実施

　１　設備等の点検

　  (1) 化学物質管理推進員は，指定化学物質を取り扱う施設及び設備の損傷，腐食等による指定化学物質の漏えいの有無等について，点検を実施する。

　  (2) 点検は，日常点検と定期点検に分けて実施する。

　  (3) 点検項目を示したチェックリスト及び点検内容や方法を示したマニュアルは，化学物質管理推進員が作成し，化学物質管理責任者の承認を得たものを使用する。

　  (4) 化学物質管理推進員は，点検の結果異常が認められたときは，速やかに補修その他必要な措置を講じなければならない。

　  (5) 化学物質管理推進員は，点検結果及び異常時の措置状況についての記録を○年間保管しなければならない。

  ２　指定化学物質を含有する廃棄物の管理

　  (1) 指定化学物質を含有する廃棄物は，事業所内において適正に保管すること。

　  (2) 廃棄物を処理業者に委託するときは，法定のマニュフェストを発行する等廃棄物処理法に基づく手続きによること。

　３　設備の改造等による排出の抑制

　化学物質管理推進室長は，指定化学物質の大気，水及び土壌への排出の抑制を図るため，指定化学物質等を取り扱う施設及び設備について，下記事項に留意しつつ，漏えい，揮発，浸透等に対する措置を管理計画に規定するよう努める。

　　ア　水及び土壌への浸透等の防止構造
　指定化学物質等の取扱いに係る施設の床面は，指定化学物質の水及び土壌への浸透を防止することができるよう，適切な不浸透性の材質とする。

　施設の周囲に防液堤，側溝を設置すること等により，指定化学物質の水及び土壌への流出を防止するための適切な措置を講ずる。

　　イ　排ガス処理設備又は排水処理設備の設置
　揮発により指定化学物質が大気へ排出され、又は排水等に含まれて水等へ排出されるのを防ぐため、その排出量、濃度等の状況に応じ、必要に応じて排ガス処理設備又は排水処理設備を設置するよう努める。

　　ウ　指定化学物質等の取扱いに係る施設及び設備の維持及び管理
指定化学物質を取り扱う設備（配管等を含む。）は，できるだけ地上に設置する。

　４　主たる工程に応じた取扱上の対策の実施  

　化学物質管理推進室長は，次に示す主たる工程ごとの対応事項に留意しつつ，事業所における取扱い工程を見直し，指定化学物質の排出の抑制及び使用の合理化に必要な対策を管理計画に規定するよう努める。
　　ア　貯蔵・保管工程

　　　　搬入時，使用後の保管時等には溶剤の入った缶等は必ずふたをして，揮発等による大気への放出を防止する

　　イ　塗装工程
　塗着又は塗装の効率のより高い塗装方法の採用、塗膜厚の管理等の作業方法を改善する。また、冷却凝縮法、活性炭吸着法等による溶剤回収型排ガス処理装置の設置により、指定化学物質の回収及び再利用を図る。
　　ウ　メッキ工程
　メッキ処理等の作業を行うときに、メッキ液からの揮発又はメッキ液のミストの飛散による指定化学物質の大気への排出、メッキ液を含む排水による水への排出等を抑制するため、洗浄集じん装置又は排水処理装置の設置する。
　また，液切り手法の最適化等により、使用するメッキ液量を抑制する。

　　
第８　住民理解の増進

　１　指定化学物質等の管理活動に対する住民の理解を深めるため，住民への情報提供の窓口として，○○課に渉外係を設置する。

　２　化学物質管理統括者は，第１種指定化学物質の排出状況，事業活動内容，指定化学物質等の事業所内における管理の状況等について，報告書を作成し，必要に応じて住民への説明会を実施する。

第９　事故対策

　１　未然防止対策

　　(1) 消防法の遵守

　　　　、消防法第１４条の２の規定に基づく予防規定を遵守すること。

　　(2) 情報の収集・整備

　　　　化学物質管理責任者は，事故事例を収集・分析（発生原因，被害等）し，データベースに整備するとともに，従業員への教育・訓練に活用する。

２　事故発生時の緊急対策

(1) 万一事故が発生した場合は，事故の程度に応じて，次の優先順位で適切な措置を迅速に講じる。

①事故の拡大防止

②住民への危害防止

③環境影響の削減

(2) 化学物質管理統括者は，事故発生時の具体的な対応手順を定めた化学物質事故対策要領を定め，全従業員に周知する。

(3) 化学物質管理責任者は，年1回以上事故想定訓練を各事業所において実施する。

３　事故に対する恒久対策

(1) 事故の緊急対策が完了した後は，各事業所において事故の原因や緊急対策への対応状況を整理・評価し，必要な恒久対策を講じるとともに，化学物質管理責任者に報告する。

(2) 恒久対策は，速やかに実施することとし，実施までに長期間を要するものは管理計画に措置計画等を規定する。　

○○株式会社化学物質管理計画（例）

（平成　年　月　日）

第１　管理目標

　当社の事業活動に伴い排出する次の化学物質の排出量について，平成□年から平成○年までの△年間に，次のとおり削減する。

指定化学物質名
排出先
排　　出　　量
削減率(1-b/a)



平成□年度(a)
平成○年度(b)


トルエン
大気
2,000kg
1,000kg
50%

キシレン
大気
1,000kg
600kg
40%


埋立処分
200kg
100kg
50%

エチルベンゼン
大気
1,000kg
600kg
40%

　(注) 削減目標は，排出量又は排出量の対売上高指数（排出量／売上高）のいずれかを選択して設定する。

第２　実施方策

　管理目標を達成するために，次の施策を行う。

実　施　方　策
平成□年度
平成　年度
平成　年度
平成○年度

環境への排出抑制措置
作業手順の標準化






塗着効率向上技術の導入






低VOC塗料への転換



















使用の合理化措置
塗料濃縮回収装置の設置





従業員教育
法令に関する教育






技術に関する教育・訓練





情報収集・整備
指定科学物質の性状等に関する情報収集






データベース構築





施設の保守点検
日常点検及び定期点検の実施





化学物質の適正管理に係る作業要領に盛り込むべき事項

工程
作　　業　　要　　領

搬入
· 原材料の工場への搬入時に，容器等を破損して漏洩，飛散させないよう慎重に取り扱うとともに，1.5ｍ以上の高さに積み上げないこと。

· （その他：化学物質の登録，購入量及び在庫量の管理方法について。）

保管
・ 保管場所は，常に整理整頓する。

· 保管中及び使用後の容器には，必ず栓をする。

· （その他：貯蔵量の限度，貯蔵場所及び方法）

塗装
・作業前に集じん装置の作動確認を行う。

乾燥
・仕様上の乾燥温度を守り，過温等なくばらつきの少ない乾燥温度になるように設備の保守管理をする。

作業終了時
・塗料の廃缶は，必ず栓をして一定の場所に集積する。

廃棄物の管理
・残留塗料，塗料カス，洗浄シンナー，使用済みウエス，廃活性炭等は，それぞれ所定の蓋付き容器により保管し，数量を管理した上で産廃として処分する。

・集塵機のダストは○日に１度専用の容器に入れて管理し，産廃として処分する。

化学物質事故対策要領

（平成○年○月○日決定）

１　指揮命令系統及び連絡体制

　(1) 社内の指揮命令及び連絡体制

　　　次により，直ちに工場長へ連絡し，指揮を受ける。

　　　　　　　　連絡　　　　　　　連絡　　　　　　　連絡

　　　　工場長　　　事業部門の長　　　現場責任者　　　現場担当者
　　　　　　　　命令　　　　　　　命令　　　　　　　命令

　(2) 関係機関への通報体制

　工場長又は事業部門の長は，事故の態様，周辺の状況，影響のおそれの程度等をもとに判断した上で，適切な通報を行う。









２　事故発生時の措置

　(1) 応急措置

　　ア　地震発生時

　　イ　火災発生時

　　ウ　流出事故発生時

　(2) 拡大防止対策

　　ア　施設の運転停止箇所

　　イ　停止手段

　　ウ　指定化学物質の移動（抜き取り等）

　(3) 情報収集
















○町内会


(広報車)























各事故発生時における


・設備の損傷状況や指定化学物質の漏出状況の確認


・漏出時の回収方法，回収資機材の設置場所及び使用方法


　　　　等を規定する。











周辺住民の避難が必要な場合





○町内会(Tel　　　　)


△△△△宅








○消防署(Tel　　　　)


△△課





○警察署(Tel　　　　)


△△課





○県地域事務所(Tel　　　)


環境管理課





本社(Tel　　　　　　)


△△課





○市町村(Tel　　　　)


△△課





事業部門の長











